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研究成果の概要（和文）：近年、被災後の復興では、将来リスク軽減を目指した移転・再定住施策が重視され
る。その適切な実施には、効果的な復興のガバナンスと円滑な住民の生活再建過程が鍵を握る。ガバナンス構造
は事業推進に関わる権力の所在で決まるが、この変化は、移転・再定住事業の遅延に繋がるだけでなく、生活再
建全般に影響する。また住民は、復興初期は災害リスク低減を望む一方、復興後期では生活環境を重視すること
が確認され、生活環境整備による持続可能な発展の実現が重要であることが分かった。

研究成果の概要（英文）：Perceptions on the benefits of relocating have changed due to experiences in
 resettling communities away from hazards to reduce future risk. Generally, effective recovery 
governance and comprehensive processes to rebuild livelihoods are two key aspects for successful 
outcomes. Results showed that governance structures during recovery changed depending on which 
stakeholders hold ultimate power to decide on and implement plans and projects. These structural 
changes delayed entire resettlement processes and disrupted livelihood rebuilding in the 
resettlement area. Time also plays a significant role in the way individuals view the potential 
benefits of relocation. Early on, residents base their decision-making on their own experiences in a
 disaster, viewing relocation as a way to reduce future hazard risk. However, as time passes, 
residents' desire to relocate reduces as their lives continue in current situations, and sustaining 
and developing their life becomes more important.

研究分野： 災害復興政策・計画

キーワード： 移転再定住 　復興政策・計画　生活再建　復興ガバナンス　台風ハイアン（ヨランダ）

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
大規模災害からの復興における計画学的視点に基づく移転・復興論への期待は高まる一方、実践過程に関する詳
細な追跡調査・研究は容易ではないため希少であった。その状況下で、効果的な復興のガバナンスと円滑な住民
の生活再建過程の理解に繋がる成果を挙げたことは学術的意義が大きい。本成果は適宜、被災地のステークホル
ダーと共有し、地域再建に貢献した。また、将来の被害軽減を目指した移転・再定住過程についての議論は、現
在、国際学術コミュニティに加えて国際社会で展開されており、国内外の援助機関や教育機関、被災地行政と本
成果を共有することには大きな社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
コミュニティ移転の失敗事例の多さから、移転はいかなる場面でも回避すべき政策だと長ら

く考えられてきていた。しかし近年、復興における将来の被害軽減を目指した移転・再定住の妥
当性について、国際的な議論が活発に展開され、防災・減災を目的とした移転は、災害リスクの
低減に加えて、適切な計画・実施プロセスを経ると生活再建の負担を軽減できる可能性があるこ
とが示されつつある。しかし、その議論にも関わらず、大規模災害からの復興において円滑な移
転・再定住はほとんど実現していない。都市計画学分野では、復興の移転・再定住過程において、
計画・実施のありかたが生活再建に与える影響について重要視されてきたが、実際の復興事例に
関する研究はいまだ不足している。 
 
２．研究の目的 
多くの被災国では、甚大な災害を契機に減災を考慮した空間作りを目指し、移転・再定住を重

要施策の一つに位置づけている。しかし、移転・再定住の計画プロセスが、生活の再建過程に与
える影響については、明らかになっていない。特に、土地利用規制とその運用が先進国ほど厳密
ではない地域での、移転・再定住計画のプロセスに関する研究は限定的である。これらを踏まえ、
本研究では 2013 年の台風ハイアンより、死者・行方不明者合わせて 2,603 人の犠牲者を出し、
住宅も約 28,000 軒が大破するといった壊滅的な被害を受けた比国レイテ島のタクロバン市を対
象とし、発災より３年から６年目までの復興において、移転・再定住計画の実施過程とそれに伴
う生活再建過程の調査・分析を通して、計画の実施過程が生活再建に与える影響を明らかにし、
よりよい移転・再定住のための基礎的な方法論と理論の構築を目指すことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
移転・再定住の計画実施過程が与えた生活の再建過程への影響を調査・分析するために、復興

ガバナンス（復興に関わるステークホルダーの構造システムと機能）と、生活再建過程の把握に
注目した。復興ガバナンスの実態把握のため、国家や地方行政で進められた移転再定住を含む復
興計画・事業の取り組みについて、その過程やステークホルダーの関係を調査し、包括的な復興
行政の構造と機能を分析した。マニラ首都圏に所在する国家省庁やレイテ島に所在する地域行
政機関、タクロバン市役所等の公的部門の職員、加えて、NGO や被災コミュニティのリーダーや
住民などの民間部門の人材を対象にしたヒアリングや、関連の既往文献や入手可能な公的資料
の収集を通して分析データを整備した。生活再建過程の把握のため、壊滅的な被害を受けたタク
ロバン市を対象に、市の沿岸地域と移転・再定住先となった北部地域に焦点をあて、被災後の時
間経過が移転対象コミュニティの生活環境や住民の移転意識に与える影響を４年間にわたり調
査した。まず、実施された移転・再定住政策、および、沿岸コミュニティの移転・再定住履歴を
調査した後、異なる計画策定プロセス・再定住履歴を経験した５つのコミュニティを選別した。
次に、選定したコミュニティの沿岸地域と北部地域に居住する住民を対象に、半構造化インタビ
ューでデータを収集した。なお、復興過程において、沿岸部ではかさ上げ道路の建設（防潮堤の
役割を担う）による空間整備や、北部地域では居住空間の整備が行われ、生活環境や移転意識に
影響を与えたことから、空間の変遷を理解するため、沿岸部と移転先での現地踏査を随時行った。 
 
４．研究成果 
本研究で明らかになった主な成果を以下にまとめる。 
 

（１）復興ガバナンスについて 
①復興政策・計画と復興組織の設置 
まず、復興政策・計画に関連して以下が行われた。2013 年 12 月に、国家経済開発局（NEDA）

により「ヨランダ復興支援：よりよい復興（Reconstruction Assistance on Yolanda: Build Back 
Better (RAY)）」と命名された復興戦略が策定された。RAY では、(1)地方自治体が復興の中心と
なり活動を進めること、(2)民間とのパートナーシップを構築し復興活動を行うこと、(3)将来の
減災のために、危険区域を避け、必要に応じて住民移転を行うこと、等が基本方針として述べら
れた。この中で言及された、危険区域の土地利用規制に関する論争は長引いたが、最終的な国家
の復興方針として、海岸線から 40 メートルの内陸（1976 年発令の the Water Code of the 
Philippines（PD 1067）を参照）を危険区域とし、区域内の住宅再建を禁止したうえで、従前の
居住者は内陸への移転を推奨し、内陸移転先での住宅整備が国の支援制度で行われることが決
定された。ただし、最終的な制度の活用は、各自治体に委ねられた。 
次に、国家の復興戦略（RAY）の実現に不可欠な、政府機関を含めた諸主体の活動を統括する

ため、復旧復興にかかる大統領支援室（Office of the Presidential Assistant for 
Rehabilitation and Recovery: OPARR）が設置された。OPARR は、国家被災自治体の復興計画策
定支援を通じて国家レベルの復興計画を策定する責務を担い、170 億ペソ規模の復興予算を確保
した。OPARR は、設置された国家省庁から成る５つの復興クラスター（インフラストラクチャー、



社会サービス、移転・再定住、生活再建、
支援）との調整のみならず、被災自治体、
国際機関、民間部門（国際・国内 NGO や民
間企業）など、縦横の機関間調整を進めた
ことが明らかになった（図１）。 
 

②復興のフェーズとガバナンス構造の変
遷 
復興ガバナンス（復興に関わるステー

クホルダーの構造システム）の変遷に基
づき、台風ハイアン発生からの６年間の
復興のフェーズは、４つの復興段階に大
別できることが明らかになった。 
第１フェーズ (2013 年 11 月～2015 年

4 月の約 1.5 ヶ年) は、国家の復興フレー
ムワークの設置段階と位置づけられ、
OPARR の設立と被災地の復興推進のため、
Comprehensive rehabilitation and 
recovery plan が策定された段階である。第２フェーズ（2013 年 11 月～2016 年 10 月の約３ヶ
年）は、タクロバン市沿岸部の２段階住民移転を含む復興計画と関連事業の実施が行われ、住民
移転先のタクロバン市北部開発計画の策定や計画内で示された事業実施のため、各機関との調
整・折衝が進められた段階となる。第３フェーズ（2016 年 11 月～2018 年 2 月の 1年強）は、復
興のスピードを加速させるために、復興推進のための権力が再度国家に戻り、トップダウン方式
でほぼ強制的に移転が行われた段階となる。短期間に移転世帯数が２倍以上（約 2,000 世帯から
5,500 世帯へ）に増加した。第４フェーズ（2018 年 2月～現在）は、住民移転事業推進の実権が
再度タクロバン市に戻り、移転コミュニティの生活基盤を充実させる目的をもとに、インフラの
基盤整備に限定されない、なりわいの再建や社会システムの構築を図っている段階である。 
まず、第１フェーズでは、国家 OPARR の設立当初は、アキノ政権（当時）が存続する約 2.5 ヶ

年（2013 年 12 月～2016 年 6 月）の間に、復興事業の管理が行われる予定となっていた。しかし
実際には、調整機関としての権限のみが与えられ、事業の実施管理は、通常通り、国家省庁が責
務を果たすことになり、復興計画作成後の 2015 年 4月に OPARR は解体された（存続は約 1.5 ヶ
年）。次に、第２フェーズでは、移転・再定住の推進が復興の中心事業となっているタクロバン
市の復興ガバナンスが、2014 年から市の住宅局（後に、住宅・コミュニティ開発局）を中心に構
築された。2016 年には、Local Inter Agency Committee: LIAC が設置され、政府機関・部局や
住民組織、NGO 等、諸活動者との連携により、包括的な移転政策のもと、住民の移転にむけて整
備が進められた（図２）。しかし、住宅、水・電気等の建設と教育・交通サービス供給の遅延、
移転者のなりわいの欠如などから、移転先での生活には困難を来たし、予定から大幅に遅れた。
さらに、第３フェーズでは、台風３周年（2016 年 11 月）のドゥテルテ大統領タクロバン市訪問
時の指令に起因し、トップダウンでの移転再定住が進められた。この時期、タクロバン市の復興
ガバナンスは全く機能できず、国家住宅局（NHA）が被災コミュニティとのパートナーシップの
下、移転・再定住の指揮を執る構造になった。結果、タクロバン市が展開していた包括的な移転
のためのプロセスやコンセプトが崩壊し
た。最後に、第４フェーズでは、タクロバ
ン市を中心とした LIAC が再度、住民移転
の実権を持つガバナンス構造となり、移
転コミュニティの生活基盤の充実を目的
に、インフラ整備に限定しない、なりわい
やコミュニティの社会構造の再構築を図
っている。 
このように、復興ガバナンスの構造は、

国家－地方間での復興事業推進に関わる
権力の所在の変遷と連携して変動するこ
とが明らかになった。さらに、復興ガバナ
ンスの構造が変化することは、移転・再定
住事業の遅延に繋がるだけでなく、移転
先の包括的な整備コンセプトや、そのた
めの実施プロセスにも影響を与えること
が判明した。 
 
（２）生活再建過程について 
①被災沿岸部コミュニティの移転・再定住計画と住宅供給 

図１国家の復興ガバナンスの構造 

図２ 移転・再定住を中心としたタクロバン
市の復興ガバナンス構造 



タクロバン市は被災４ヶ月後に、国家復興戦略
に沿って居住禁止区域条例（No-dwelling zone）
を制定した。被災前はこの居住禁止区域内に、約
12,450 世帯が居住していたが、全世帯が北部地域
への移転対象となった。移転は２段階で計画され、
第１段階で市内と北部に設置された仮設住宅
（Transitional shelter や Bunkhouse とよばれ
た）へ、第２段階で恒久住宅へ移転する計画であ
った（図３）。しかし、準備できた仮設住宅数が、
移転対象世帯数を大幅に下回ったことから、実際
は、殆どの世帯は仮設住宅に移らず、従前に居住
していた沿岸部に一時的に戻り、恒久住宅の完成
を待った。沿岸部に戻った世帯には、国際 NGO な
どが、住宅補修キットを配った他、住宅借り上げ
のための金銭的支援が行われるなど、様々なプロ
セスを経て移転再定住が行われた。（図４）。移転
先の北部地域は、タクロバン市北部開発計画
（Tacloban North Integrated Plan）の下、住宅
供給に限定しない、インフラ整備（水道、電気、道
路）、公共サービス（市役所、小中学校、病院）、生
活再建のための収入源の設計など、包括的な移転・
再定住計画が策定された。 
 
②仮設住宅と恒久住宅、ステー
クホルダー 

タクロバン市の仮設住宅は、
最長で約４年間利用されたこ
とが判明した。種類は、i) 公
共事業道路省（DPWH）による
Bunkhouse（木造長屋形式）、ii) 
省庁・慈善団体・NGO などによ
る Transitional shelters（竹
など自然素材を利用）、iii) 
NGO による住宅借り上げ支援が
あった。仮設住宅の建設は、市
住宅局（当時）が調整役になり、
公私の土地所有者との折衝、土
地の準備と住宅の建設、住民の移転の管理を行った。仮設住宅に入居出来なかった世帯は沿岸部
に戻り、建設材の提供や修復の支援を受けたほか、自助努力で仮設住宅を再建した。 
恒久住宅の建設は、2013 年被災時に既に初期工事が進められていた、タクロバン市北部開発

地域に決定した。移転と住宅の供給は、国家の復興ガバナンスのうち、移転・再定住クラスター
を率いる国家住宅局(HNA)によるものと、NGO 等民間によるものに大別できるが、実際の建設に
は、市住宅局による事業調整の下、建設が進められた。移転先の整備にかかる調整は、i) NHA と
市住宅局、ii) NGO と市住宅局、iii) NGO 単独、で行われたことが明らかになった。この調整構
造による特徴的な違いは、以下の通りである。NHA 資金により建設された移転先の完成は早かっ
た（第１号は 2015 年中旬）が業務の再委託が多く、住宅の質が悪くインフラも整備されなかっ
た。一方、NGO 主導による移転先の整備は、長く時間を要した（2020 年中旬）ものの、コミュニ
ティの参加型プロセスが重視された。 
 
③生活再建過程と対象コミュニティの変遷（生活環境・移転意識） 
移転・再定住過程を理解するために、被災沿岸部と北部移転先の双方で選定した５つのコミュ

ニティを対象に、半構造化した住民インタビューによって４年間の変遷を追った。この結果、ま
ず、沿岸部のインタビュー対象者の 3/4 は被災後、約半年以内に、従来の居住地内に住宅を再建
していることが明らかになった。ただし、生活環境や移転意識は、復興のフェーズと関連して変
遷があった。 
まず、復興の第１フェーズ（2013.11～2015.4）のインタビュー調査では、沿岸部に居住する

世帯の多くは、従前に同地区に居住を構えていた世帯であることが明らかになった。地区に戻っ
た理由の多くは、「他に行くところがない」である。沿岸部に居住していた一部の世帯には仮設
住宅も与えられたが、劣悪な衛生状態（特に市中心部にあった bunkhouse）に順応できず、従前
地域に戻ったとの理由も挙げられた。この時期の沿岸部住民は、高潮被害の心配がない市北部へ
の移転を心待ちにしており、行政（主にタクロバン市）に寄せた信頼も厚かった。 
復興の第２フェーズ（2015.5～2016.10）後半に行ったインタビュー調査では、沿岸部の居住

者は、「被災から半年以内に戻った世帯」と、「台風前に同地区に居住し、一旦、別地域に居住し

図３ 移転対象位置図 

図４ 沿岸部住民の移転プロセス 



たものの、諸事情で戻った世帯」が混在していることが判明した。前者は、恒久住宅の完成を待
ち、後者は、マニラ首都圏やセブ都市圏などの大都市での生活に挑戦した後、従前地域に戻った
世帯が目立った。また、新しく建設された恒久住宅へ移転したものの、水・電気の供給やなりわ
い・教育システムの欠如から、満足な生活が送れない不満により戻った世帯もあった。沿岸部住
民は、インフラや生活のための整備が進まない北部での困難なライフスタイルについての情報
を入手しはじめていたものの、この段階では、移転に対して引き続き前向きで、行政への信頼も
大きかった。 
復興の第３フェーズ（2016.11～2018.2）と第４フェーズ（2018.2～現在）のインタビュー調

査からは、移転・再定住の一時中断後、新たなフェーズに移行したことが明らかになった。第１・
第２フェーズで沿岸部に戻った世帯が順次、移転先に住宅を得たほか、引き続き恒久住宅の完成
を待つ世帯、従前の居住者ではない新たな住民等が混在した。移転先に住宅を得た住民は、「移
転先の生活環境が未整備である」ことを理由に、移転先と沿岸部の双方に住宅を持って生活を続
け、恒久住宅を待つ世帯は、「生活環境が未整備な地域への移転は望ましくないため希望しない」
と答え、新たに流入した住民は、「市中心部へのアクセスが良く利便性が高い」ことを理由に、
沿岸部での居住を行っていることが明らかになった。この段階では、恒久住宅の遅れや、移転先
での困難な生活状況を実感しており、行政への信頼は低下していることが分かった。 
 

④ハザードリスクとソーシャルリスクのトレードオフ 
生活再建過程の調査・分析の結果、被災直後の復興第１フェーズでは、住民は将来のハザード

リスクを軽減する欲求が高く、移転に肯定的であった。第２フェーズになると、進捗の遅い移転
先の整備状況を理解しつつも、肯定的に移転
を捉えていた。しかし、第３フェーズ以降は、
移転地の整備状況に対する不満や、住民の生
活が再確立されたことにより、移転を否定的
に捉えはじめたことが分かった。これらのこ
とから、復興の初期段階では、受けた自然災害
への反応として、ハザードリスクの低減を望
む一方、時間が経過した復興後期に向けて、よ
り良い状態での生活の継続を重視し、生活と
経済発展を介した持続可能な発展の実現がよ
り重要となることが分かった（図５）。 
  
（３）得られた成果の国内外における位置づけ・インパクトと今後の展望 
 本研究は、復興ガバナンスと生活再建過程に注目し、被災後の復興においてますます重要度が
高まっている移転・再定住に関する計画・実施のプロセスについて、壊滅的な被害を受けた比国
レイテ島のタクロバン市を対象に分析を行った。復興ガバナンスに関する研究への需要は高ま
っているが、復興に関わるステークホルダーの構造と機能を対象とした研究はいまだ限定的で
ある（Tierney, 2012）。生活再建過程においても、適切な計画・実施プロセスを踏むことで生活
再建への負担を軽減できる可能性が示されているものの(Kim & Olshansky 2014)、コミュニテ
ィの生活環境や移転意識の変遷についての事例研究は十分に行われていない。上記の背景の下、
復興過程において長期にわたる定点調査を通して、移転・再定住の計画・実施プロセスを解明し
たことは、国際的な議論に資することができる成果であると言える。 
本研究は、10 の雑誌論文（うち査読付き論文（８）、国際共著論文（６）、オープンアクセス

（１））、27の学会発表学会（うち招待講演（11）、国際学会（21））、３つの図書、３つの国際研
究集会の成果があり、国内外の学会に十分なインパクトを与えることができた。更に、国際機関
においても研究の成果を共有することができた。 
今後は、本件で解明した、移転・再定住計画と実施のプロセスにおける復興ガバナンスと生活

再建過程をベースラインとして、復興事業の実施が先進国ほど厳密では無い地域での、移転・再
定住計画の研究を継続し、国際的な共通枠組みを提示することで、災害後の移転・再定住計画の
策定に資する学術的な理論を構築する。 
 
参考文献 
Tierney, K. (2012). Disaster governance: Social, political, and economic dimensions. 
Annual Review of Environment and Resources, 37, 341-361. Doi: 
https://doi.org/10.1146/annurev-environ-020911-095618 
 
Karl Kim & Robert B. Olshansky (2014). The theory and practice of building back 
better. Journal of the American Planning Association, 80(4), 289-292, DOI: 
10.1080/01944363.2014.9885  
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